
実質赤字比率

●安来市においては、3億9231万円の黒字決算となっており、赤字額は発生していません。

●令和2年度決算における実質赤字比率

（黒字のため「－」表示にしています）

※実質赤字比率とは・・・

（実質収支が黒字の場合、実質赤字額は負の値で表示）

※安来市においては実質的な赤字は生じておらず、黒字の-2.61％となりました。

（千円）

＝ -2.61 ％

（千円）

-392,311

項目

　福祉、教育、まちづくり等を行う地方自治体の一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営
の深刻度を示すのが「実質赤字比率」です。
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●安来市の実質赤字比率計算式
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連結実質赤字比率

●令和2年度決算における連結実質赤字比率

（黒字のため「－」表示にしています）

※連結実質赤字比率とは・・・

（連結実質収支が黒字の場合、連結実質赤字額は負の値で表示）

※安来市においては実質的な赤字は生じておらず、黒字の-12.14％となりました。

＝
14,988,395 （千円）

　安来市には一般会計のほかに国民健康保険事業特別会計等9つの特別会計（財産区除く）
があります。その全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指
標化し、地方公共団体としての運営の深刻度を示すのが「連結実質赤字比率」です。

連結実質赤字額
＝

標準財政規模

早期健全化基準 17.83

＝ -12.14 ％

-1,820,513 （千円）

17.83 17.84 17.84

－－

30.00

項目 平成28年度

●安来市においては、全ての会計の合計が18億2051万円の黒字決算となっており、赤字額は
　発生していません。

平成29年度

－
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－

財政再生基準 30.00

安来市

30.00

（単位：％）
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－

30.00

●安来市の連結実質赤字比率計算式
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実質公債費比率

●安来市においては、15.5％になり前年度より0.3ポイント改善しました。

●令和2年度決算における実質公債費比率

※実質公債費比率とは・・・

3,711,967

( )4,115,364 1,400,848 73,185 3,711,967+
＝

（千円）

3ヵ年平均単年度

平成30年度 15.67851

+ ) -(

＝

＝ 15.35114 ％

財政再生基準 35.0

-14,988,395

　借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すのが「実
質公債費比率」です。

（千円）

安来市 15.4 15.9 16.1 15.8

早期健全化基準

　　標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

●安来市の実質公債費比率（2年度単年度）計算式

（健　　全）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

35.0 35.0 35.0

25.0 25.0 25.0 25.0

項目

令和元年度 15.66520 15.5
令和2年度 15.35114

実質公債費比率（％）

　（地方債の元利償還金＋準元利償還金）
　　　－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

令和2年度
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（単位：％）
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将来負担比率

●安来市においては、118.4％になり前年度より7.4ポイント改善しました。

●令和2年度決算における将来負担比率

※将来負担比率とは・・・

（単位：％）

平成28年度 平成29年度

安来市

平成30年度

128.8 125.8130.7

項目

％

●安来市の将来負担比率計算式

　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額
　　　　　　　　　　　　　　　　＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

＝

（財政悪化）

　地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現
時点での残高の程度を指標化し、将来負担を圧迫する可能性が高いかどうか示すのが「将来
負担比率」です。

350.0350.0350.0 350.0 350.0早期健全化基準

令和2年度

118.4

　　標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（千円）

令和元年度

＋

124.2

＝

＝ 118.4

（健　　全）

)－
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資金不足比率

●令和2年度決算における資金不足比率

（黒字の会計は「－」表示にしています）

※資金不足比率とは・・・

（水道事業会計） （資金不足額は正の値で表示、剰余額は負の値で表示）

％
447,310 （千円）

（下水道事業会計）
-121,508 （千円）

＝ ＝ -27.1

（電気事業特別会計）

●安来市では公営事業会計の5会計のうち、病院事業会計において1億9637万円の資金不足が
　発生しました。

　一般会計の赤字にあたる公営企業会計の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収
入等の規模と比較して指標化し、経営状況の深刻度を示すのが「資金不足比率」です。

-995

％
-8,819
72,306

159,527 -0.6
（生活排水処理事業特別会計）

病院事業会計 5.9 12.6 17.2

＝

（単位：％）

（病院事業会計）

-147.4＝

　病院事業会計の資金不足比率は9.7％となりましたが、これは経営健全化基準（20％）内と
なっています。

経営健全化基準

％

16.1 9.7

-12.1

＝

（千円）
＝

（千円）

＝ ％
（千円）

196,369
2,023,369 9.7

（千円）

（千円）

-1,168,499
792,333

●安来市の資金不足比率計算式

（千円）
＝

資金の不足額
事業の規模

＝

（財政悪化）

（健　　全）
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